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2023年３月 24日 

住友生命保険相互会社 

住友生命グループGHG排出量削減目標の設定について 
～地球未来のウェルビーイングへの貢献～ 

住友生命保険相互会社（取締役 代表執行役社長 高田 幸徳、以下「住友生命」）は、住友

生命グループが排出する温室効果ガス（以下「GHG」）排出量の 2050年ネットゼロを目指す

ことを決定するとともに、2030 年のグループ削減目標の設定ならびに住友生命の削減目標

の見直しを行いました。 

１．目的 

住友生命は、「住友生命グループ Vision2030」※１において、住友生命グループの長期的に

目指す姿として、「日本・世界・地球未来のウェルビーイングに貢献し続ける保険会社グル

ープ」を掲げるとともに、その実現に向けた 2030年時点のありたい姿を、「ウェルビーイン

グに貢献する『なくてはならない保険会社グループ』」としています。 

「住友生命グループ Vision2030」では、カーボンニュートラル実現に向けた絶え間ない

取組みによる「地球環境の改善」を掲げており、本件は、その具体的な取組みの一環として、

住友生命グループ GHG 排出量削減目標の設定等を行うものです。 

※１ 詳細は 2023 年３月 24 日付リリース「「住友生命グループ Vision2030」および「スミセイ中期経営計画 2025」策定

について」をご覧ください。 

２．住友生命グループ※２の取組み 

ａ．削減目標の設定 

住友生命はこれまで、住友生命単体で削減目標を設定していましたが、これを見直し、

次のとおり、住友生命グループの削減目標を設定しました。 

この目標水準は、日本政府の方針およびパリ協定で掲げられた 1.5℃シナリオ（工業化

以前から気温上昇を 1.5℃に抑える努力を追及する）の達成を目指す水準としており、グ

ループ全体で 2050年の GHG 排出量ネットゼロを目指します。

2050年目標 GHG排出量ネットゼロ※３ 

2030年目標 Scope１+２+３※３：▲50％（2019年度対比） 

※２ 住友生命および連結決算の対象としている子会社が対象。

※３ Scope１，２，３とは、GHGプロトコルが定める事業者の GHG排出量算定報告基準における概念で、以下を指す。

・Scope１：住友生命グループの燃料使用による直接排出量

・Scope２：住友生命グループが購入した電気・熱の使用による間接排出量

・Scope３：Scope１，２以外の事業活動に伴う間接排出量

Scope３は、住友生命グループや住友生命グループ職員の積極的な取組みにより削減を目指す項目を対象とする。 

対象カテゴリは、１,３,４,５,６,７,12とする。 
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ｂ．排出量削減に向けて 

これまで、住友生命では給付金請求のお手続きのオンライン化等を通じた紙使用量の

削減、リモートワーク・在宅勤務の活用、遠隔地とのオンライン会議による出張抑制、オ

フィスビルへの省エネ設備の導入・再生可能エネルギー由来電力の導入等を通じて GHG排

出量の削減に取り組んできました。 

今後は、このような取組みをグループ各社にも広げ、職員の環境意識を高めながらグル

ープ全体で削減取組みを推進していきます。 

３．住友生命（単体）の取組み 

ａ．削減目標の見直し 

住友生命は、資産ポートフォリオについて、2021年４月に 2050年ネットゼロ、2021 年

６月に 2030 年削減目標（2019 年度対比▲42％/単体）を設定し、その実現に向けた取組

みを推進してきましたが、今般、上記のグループ目標設定に合わせて、次のとおり目標水

準を引き上げました。 

見直し前 見直し後 

2030年目標 インテンシティ※４

▲42％（2019年度対比）
同左 ▲50％※５ 

対象資産※６ 国内外の上場株式・社債・ 

融資 

左記に加え、投資用不動産※７・

インフラ投資※８

※４ 資産ポートフォリオの GHG 排出量÷資産ポートフォリオ残高（保有残高当たり GHG排出量）。

※５ 住友生命が加盟する Net-Zero Asset Owner Alliance が推奨する削減水準も満たす水準。

※６ 対象 Scope は、引き続き投融資先の Scope１，２とする。また、対象資産には外部委託を含む。

※７ 投資用不動産については、これまで、営業用不動産と共に上記 Scope１+２+３に区分してきたが、今回の見直しを

機に資産ポートフォリオに区分する。 

※８ これまでプロジェクトファイナンスなどインフラ投資（デット）を融資に含めてきたが、今回の見直しを機に新た

にインフラ投資（エクイティ）を対象に加えるとともに、インフラ投資として区分する。 

 ｂ．排出量削減に向けた取組み 

 具体的な取組みとして、投融資先との対話

（方策①）、グリーン・トランジションファイ

ナンス（方策②）を通じ、引き続き、企業の脱

炭素に向けた取組みを後押ししていきます。

また、再生可能エネルギー案件のインフラ投

資等を通じた低炭素資産の積上げ（方策③）を

図るとともに、投資用不動産の GHG 削減取組

み（方策④）によって目標達成を目指します。 

【目標達成に向けた具体的イメージ】

企業努力を後押し
（方策①②）

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ効果
（方策③）

不動産GHG
削減取組み
（方策④）

住友生命の
中間目標

▲４２％＋α

▲５０％
＊資産ポートフォリオの改善に伴う効果＝ポートフォリオ効果

上積み
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【各方策の概要】 

方策 取組み概要 

① 脱炭素化に向けた

対話推進

・気候変動対応はグローバルで喫緊の課題であり、かつ、その緊急

性は一層高まっています。

・そのため、多排出企業を含む投融資先に対し、今後は日本政府の

努力目標に相当する水準※９を踏まえた対話を実施していきます。

なお、実施に際しては、業種・企業の特性等を十分に踏まえます。 

② グリーン・トラン

ジションファイナ

ンスの推進

・主に多排出企業の脱炭素化に向けた移行を後押しする観点から、

目標実行金額（後掲）を設定のうえ、積極的に取り組みます。

・特にトランジションファイナンスは、一時的に資産ポートフォリ

オの GHG 排出量の増加に繋がりうるとの課題があるものの、将来

の削減に資することから、引き続き、積極的に取り組みます※10。 

③ 低炭素資産への

投融資

・再生可能エネルギーのプロジェクトファイナンス等に積極的に取

り組みます。なお、低炭素資産への投融資は削減指標（インテン

シティ）の希薄化効果が見込まれます。

④ 投資用不動産の

GHG 削減取組み

・LED 化等による省エネや再生可能エネルギー由来の電力への切替

え等を推進し、GHG削減に取り組みます。

次期中期経営計画 

期間の ESGテーマ型

投融資 

（2023-2025 年度） 

・ESGテーマ型投融資※11に関し、目標金額 7,000億円（３か年累

計）を設定します。うち、気候変動対応ファイナンス※12として

目標金額 4,000億円を設定し、早期達成に向け取り組みます。

・インパクト投資にも積極的に取り組むとともに、引き続き、社会

的インパクトの測定・開示を拡充していきます。

※９ 日本政府の努力目標「2013年度対比▲50％（総量ベース）」は、2019 年度基準では「▲41.9％」となる。

※10 トランジションファイナンスに対する考え方は「責任投資に関する基本方針」参照。

※11 資金使途が SDGs達成に資する案件への投融資を指す。

※12 ESG テーマ型投融資のうち、気候変動の緩和と適応を目的とした投融資（グリーン・トランジションファイナンス、

再生可能エネルギーのプロジェクトファイナンスへの投融資等）を指す。 

取組みの全体像については、別紙「住友生命グループ 気候変動対応ロードマップ」をご

覧ください。 

以上 

https://www.sumitomolife.co.jp/about/csr/group/pdf/kihonhoushin.pdf
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別紙 住友生命グループ 気候変動対応ロードマップ 

2025 2030 2050

Vision2030 長期的に目指す姿

日本・世界・地球未来の 
ウェルビーイングに貢献し続ける

保険会社グループ 

ウェルビーイングに貢献する
「なくてはならない 
保険会社グループ」 

スミセイ中期経営計画 2025

2023

フェーズ① フェーズ② フェーズ③

自
社
の
排
出
削
減

▲50％削減 ネットゼロScope1,2 
大規模ビルの LED化・電力の再エネ化 小規模店舗の省エネ等推進 

カーボンマイナス取組み・
新技術活用等の研究

削減取組みのグループ各社への展開 
紙使用量の削減・オンライン活用等 

新たな削減取組みの推進 
物品購入・通勤の環境負荷低減等 

Scope3 

ネットゼロ▲50％削減

資
産
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
排
出
削
減

グリーンファイナンス＆トランジションファイナンス 
主に多排出業種・企業の脱炭素化をファイナンス面で後押し 

低炭素資産の積上げによる資産ポートフォリオの炭素効率化 
再生可能エネルギープロジェクト等への投融資の推進 

気候変動対応ファイナンス枠4,000億円 更なる削減に向けた 
投融資の推進 

脱炭素化に向けた投融資先との対話促進 
業種・企業の特性に応じた建設的な対話の実施、脱炭素化に向けた企業努力の後押し 

企
業
努
力
の
後
押
し

当
社
削
減
努
力

投資用不動産における GHG削減の推進 
LED化等の省エネや再生可能エネルギー由来の電力への切替等 


